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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】相溶性、分散性、加工性及び難燃性に優れた、熱可塑性ポリウレタンエラストマ
ーとエチレン系共重合体を主成分とする熱可塑性樹脂組成物の提供。
【解決手段】（Ａ）成分である熱可塑性ポリウレタン系エラストマー及び（Ｂ）成分であ
るエチレン重合体及び／またはエチレン系共重合体を主成分とする熱可塑性樹脂組成物に
対して、下記、（Ｃ）成分、（Ｄ）成分及び（Ｅ）成分を配合してなる難燃性熱可塑性樹
脂組成物；（Ｃ）成分：アンモニアまたは（２）式で表わされるトリアジン誘導体を含む
（１）式で表わされる（ポリ）リン酸塩化合物；（Ｄ）成分：ピペラジンまたはピペラジ
ン環を含むジアミンを含有する（ポリ）リン酸塩化合物；（Ｅ）成分：炭素原子数１～１
０のアルキル基、または芳香族基を有する（ポリ）リン酸エステル化合物。

【選択図】なし



(2) JP 2010-37393 A 2010.2.18

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）成分である熱可塑性ポリウレタン系エラストマー及び（Ｂ）成分であるエチレン
重合体及び／またはエチレン系共重合体を主成分とする熱可塑性樹脂組成物に対して、下
記、（Ｃ）成分、（Ｄ）成分及び（Ｅ）成分を配合してなることを特徴とする難燃性熱可
塑性樹脂組成物；
（Ｃ）成分：
下記一般式（１）で表される（ポリ）リン酸塩化合物。

但し、（１）式中のｎは１～１００の数を表し、Ｘ１はアンモニアまたは下記一般式（２
）で表されるトリアジン誘導体であり、ｐは、０＜ｐ≦ｎ＋２を満たす数である。

但し、（２）式中のＺ１及びＺ２は同一でも異なっていてもよく、－ＮＲ５Ｒ６基〔ここ
でＲ５及びＲ６はそれぞれ独立に、水素原子、炭素原子数１～６の直鎖又は分岐のアルキ
ル基もしくはメチロール基〕、水酸基、メルカプト基、炭素原子数１～１０の直鎖又は分
岐のアルキル基、炭素原子数１～１０の直鎖又は分岐のアルコキシ基、フェニル基及びビ
ニル基からなる群より選ばれる基である。
（Ｄ）成分：
下記一般式（３）で表される（ポリ）リン酸塩化合物。

但し、（３）式中のｒは１～１００を表し、Ｙ１は〔Ｒ１Ｒ２Ｎ（ＣＨ２）ｍＮＲ３Ｒ４

〕、ピペラジンまたはピペラジン環を含むジアミンであり、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は
、それぞれ水素原子、炭素原子数１～５の直鎖又は分岐のアルキル基であり、Ｒ１、Ｒ２

、Ｒ３及びＲ４は同一の基であっても異なってもよく、ｍは１～１０の整数であり、ｑは
、０＜ｑ≦ｒ＋２を満足する数である。
（Ｅ）成分：
下記一般式（４）で表されるリン酸エステル化合物。

但し、（４）式中のＲ７、Ｒ８、Ｒ１０及びＲ１１は、同一でも異なっていてもよく、炭
素原子数１～１０のアルキル基、または下記一般式（５）で表される芳香族基を表す。Ｒ
９は下記一般式（６）または（７）で表される２価の芳香族基を表し、ｓは０～３０の数
である。

但し、上式中のＡ１及びＡ２は各々独立に、水素原子、ヒドロキシ基または炭素原子数１



(3) JP 2010-37393 A 2010.2.18

10

20

30

40

50

～１０のアルキル基を表す。Ａ３、Ａ４、Ａ５、Ａ６、Ａ７及びＡ８は各々独立に、水素
原子、炭素原子数１～４のアルキル基、シクロアルキル基、アリール基、アルコキシ基、
ニトロ基、ハロゲン原子又はシアノ基を表す。Ｇは直接結合、２価のイオウ原子、スルホ
ン基または炭素原子数１～５のアルキリデン基又はアルキレン基を表す。
【請求項２】
　（Ｆ）成分として、更に酸化亜鉛を配合してなる、請求項１に記載された難燃性熱可塑
性樹脂組成物。
【請求項３】
前記（Ｃ）成分として、前記一般式（１）におけるｎが２、ｐが２、Ｘ１がメラミン（前
記一般式（２）におけるＺ１及びＺ２が－ＮＨ２）であるピロリン酸メラミンを用いる、
請求項１又は２に記載された難燃性熱可塑性樹脂組成物。
【請求項４】
　前記（Ｄ）成分として、前記一般式（３）におけるｑが１、Ｙ１がピペラジンであるポ
リリン酸ピペラジンを用いる、請求項１～３の何れかに記載された、難燃性熱可塑性樹脂
組成物。
【請求項５】
　前記ポリリン酸ピペラジンがピロリン酸ピペラジンである、請求項４に記載された難燃
性熱可塑性樹脂組成物。
【請求項６】
　前記（Ｂ）成分であるエチレン系共重合体がエチレン－酢酸ビニル共重合体である、請
求項１～５の何れかに記載された、難燃性熱可塑性樹脂組成物。
【請求項７】
　前記（Ａ）成分の配合量が、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の合計１００質量％中の５～８
０質量％である、請求項１～６の何れかに記載された難燃性熱可塑性樹脂組成物。
【請求項８】
　請求項１～７の何れかに記載された難燃性熱可塑性樹脂組成物を用いてなる、電線また
はケーブル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、熱可塑性ポリウレタン系エラストマーとエチレン（共）重合体を主成分とする
熱可塑性樹脂組成物に関し、特に、それらの相溶性、加工性、難燃性に優れた熱可塑性樹
脂組成物、及びこれを用いてなる電線又はケーブルに関する。
【背景技術】
【０００２】
熱可塑性ポリウレタン系エラストマーは、その優れた機械的強度及び耐磨耗性を生かして
、ホース、ベルト、電線、ケーブル、パイプ、靴底、各種成形品等、従来から種々の分野
に用いられている。特に、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）等のエチレン系共重
合体とアロイ化することにより成形性や耐水性を向上させ、使用することが行われている
（特許文献１）。しかしながら、熱可塑性ポリウレタン系エラストマーは、ソフトセグメ
ントと称される動きやすい長鎖部分と、ハードセグメントと称される極めて結晶性の強い
部分とからなり、他の樹脂との相溶性がよくないために、エチレン重合体やエチレン系共
重合体との相溶性が不十分であるという欠点があった。
【特許文献１】特開平３－９７７５０号公報
【０００３】
また、熱可塑性ポリウレタン系エラストマーとエチレン系共重合体を主成分とする熱可塑
性樹脂組成物は、難燃性に乏しいという欠点がある。この欠点は、水酸化マグネシウム等
の金属水和物を添加することによって改善される（特許文献２）。しかしながら、熱可塑
性ポリウレタン系エラストマーとエチレン（共）重合体を主成分とする熱可塑性樹脂組成
物は、それ自体が非相溶もしくは相溶性に乏しいため、金属水和物等の無機物を大量に使
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用することによってさらに相溶性が悪くなるだけでなく、加工性、樹脂の表面性、物性等
が低下する上、その難燃性も充分であると言えるものではなかった。
【特許文献２】特開２００４－５１９０３号公報
【０００４】
また熱可塑性ポリウレタン系エラストマーに、リン酸メラミン、ポリリン酸メラミン、縮
合リン酸エステル等の窒素及び／又はリンを含有する化合物を添加して難燃性を付与する
ことも知られている（特許文献３）。しかしながらこの場合の難燃機構は、燃焼時に表面
膨張層（Intumescent）を形成し、分解生成物の拡散や伝熱を抑制することによって難燃
性を発揮させるものではない上、樹脂組成物の相溶性が向上することを示唆する記載もな
い。
【特許文献３】特開２００１－４９０５３号公報
【０００５】
　一方、熱可塑性ポリウレタン系エラストマーに、特定のリン酸塩化合物とリン酸エステ
ル系難燃剤を組み合わせて添加する発明も開示されている（特許文献４）。しかしながら
、この発明は電線やケーブル等の用途とは全く異なる防火性シーリング剤に関するもので
ある上、熱可塑性ポリウレタンエラストマーとエチレン系共重合体を主成分とする樹脂組
成物の相溶性や難燃性を向上させることを示唆する記載も全くない。
【特許文献４】特開２００４－１３７３１６号公報
【０００６】
　従来、電気・電子機器、伝送装置の内部および外部配線に使用される電線、絶縁電線、
ケーブル、キャブタイヤケーブルや光コード、光ファイバケーブル等の被覆材料として、
塩素含有難燃性樹脂や、分子中に臭素原子や塩素原子を含有する所謂ハロゲン系難燃剤を
配合した、エチレン系共重合体を主成分とする樹脂組成物を使用することがよく知られて
いる。
しかしながら、上記したような難燃性樹脂や難燃剤を含有する樹脂を、適切な処理をせず
に廃棄すると、被覆材料に配合されている重金属安定剤が溶出する場合があるだけでなく
、燃焼した場合には腐食性ガスが排出されることがあるという欠点があった。又、塩素含
有樹脂を更に難燃化するために三酸化アンチモンを使用した場合には、三酸化アンチモン
が、原鉱石に由来する鉛と砒素を不純物として含んでいるために、これらの有毒な成分を
も同時に含有することになることも問題となっている。
そこで近年、有害な重金属の溶出やハロゲン系ガスなどの発生の恐れがない、ノンハロゲ
ン難燃材料で電線を被覆する技術の開発が求められるようになった。
【０００７】
ノンハロゲン難燃材料は、ハロゲンを含有しない難燃剤を樹脂に配合することによって難
燃性を発現させるものであり、難燃剤としては例えば、水酸化マグネシウム、水酸化アル
ミニウムなどの金属水和物が使用される。しかしながら、これらの難燃性は充分ではない
ために大量に配合しなければならないため、相溶性や分散性が問題となるだけでなく加工
性が劣るので、電線やケーブルに求められる物性も不十分なものであった。
【０００８】
また、熱可塑性ポリウレタン系エラストマーとエチレン系共重合体を主成分とする非相溶
系の樹脂組成物に難燃剤を付与した場合には、電線等の製造時における加工不良・分散不
良が問題となるので、従来は滑剤を併用して加工性を改良することが試みられていた。し
かしながら、滑剤を併用した場合には難燃性が低下するという欠点があるため、このよう
な非相溶系においても、難燃性を損なうことなく良好な加工性・分散性を有する難燃性樹
脂組成物の開発が求められていた。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
従って本発明の第１の目的は、相溶性、分散性、加工性及び難燃性に優れた、熱可塑性ポ
リウレタンエラストマーとエチレン系共重合体を主成分とする熱可塑性樹脂組成物を提供
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することにある。
本発明の第２の目的は、難燃性、表面性及び物性に優れた電線又はケーブルを提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記諸目的を達成すべく鋭意検討した結果、難燃剤として、特定の二種
類の（ポリ）リン酸塩化合物を使用すると共に、熱可塑性ポリウレタンエラストマーとエ
チレン系共重合体の相溶性、及び組成物中の他の添加成分との相溶性と分散性を改良する
相溶性・分散性改良剤として更にリン酸エステル化合物を組み合わせて使用することによ
り、良好な結果を得ることができることを見出し、本発明に到達した。
　すなわち本発明は、下記、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とする熱可塑性樹脂組成
物に対して、（Ｃ）成分、（Ｄ）成分及び（Ｅ）成分を配合してなることを特徴とする難
燃性熱可塑性樹脂組成物、及びそれを用いた電線又はケーブルである。
【００１１】
（Ａ）成分：熱可塑性ポリウレタン系エラストマー
（Ｂ）成分：エチレン重合体及び／またはエチレン系共重合体
（Ｃ）成分：下記一般式（１）で表される（ポリ）リン酸塩化合物
（Ｄ）成分：下記一般式（３）で表される（ポリ）リン酸塩化合物
（Ｅ）成分：下記一般式（４）で表されるリン酸エステル化合物

但し、（１）式中のｎは１～１００の数を表し、Ｘ１はアンモニア又は下記一般式（２）
で表されるトリアジン誘導体であり、ｐは、０＜ｐ≦ｎ＋２の関係を満たす数である。

但し、（２）式中のＺ１及びＺ２は同一でも異なっていてもよく、－ＮＲ５Ｒ６基〔ここ
でＲ５及びＲ６はそれぞれ独立に、水素原子、炭素原子数１～６の直鎖又は分岐のアルキ
ル基もしくはメチロール基〕、水酸基、メルカプト基、炭素原子数１～１０の直鎖又は分
岐のアルキル基、炭素原子数１～１０の直鎖又は分岐のアルコキシ基、フェニル基及びビ
ニル基からなる群より選ばれる基である。

但し、（３）式中のｒは１～１００を表し、Ｙ１は〔Ｒ１Ｒ２Ｎ（ＣＨ２）ｍＮＲ３Ｒ４

〕、ピペラジンまたはピペラジン環を含むジアミンであり、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は
それぞれ、水素原子、炭素原子数１～５の直鎖又は分岐のアルキル基であり、Ｒ１、Ｒ２

、Ｒ３及びＲ４は同一の基であっても異なってもよく、ｍは１～１０の整数であり、ｑは
０＜ｑ≦ｒ＋２の関係を満たす数である。

但し、（４）式中のＲ７、Ｒ８、Ｒ１０及びＲ１１は、同一でも異なっていてもよく、炭
素原子数１～１０のアルキル基、又は下記一般式（５）で表される芳香族基を表す。Ｒ９

は下記一般式（６）又は（７）で表される２価の芳香族基を表し、ｓは０～３０の数であ
る。
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但し、上記一般式中のＡ１及びＡ２は、各々独立に水素原子、ヒドロキシ基又は炭素原子
数１～１０のアルキル基を表す。Ａ３、Ａ４、Ａ５、Ａ６、Ａ７及びＡ８は各々独立に水
素原子、炭素原子数１～４のアルキル基、シクロアルキル基、アリール基、アルコキシ基
、ニトロ基、ハロゲン原子又はシアノ基を表す。Ｇは直接結合、２価のイオウ原子、スル
ホン基又は炭素原子数１～５のアルキリデン基もしくはアルキレン基を表す。
【００１２】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物には、さらに（Ｆ）成分として、酸化亜鉛を含有させ
ることが好ましく、前記（Ｃ）成分として、前記一般式（１）におけるｎが２、ｐが２、
Ｘ１がメラミン（前記一般式（２）におけるＺ１及びＺ２が－ＮＨ２）であるピロリン酸
メラミンを用いることが好ましい。
【００１３】
更に、本発明においては、前記（Ｄ）成分として、前記一般式（３）におけるｑが１、Ｙ
１がピペラジンであるポリリン酸ピペラジンを用いることが好ましく、特に、ピロリン酸
ピペラジンを用いることが好ましい。
また本発明で使用する前記（Ｂ）成分であるエチレン系共重合体としては、エチレン－酢
酸ビニル共重合体を使用することが好ましい。
【発明の効果】
【００１４】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物は、相溶性、分散性、加工性及び難燃性に優れた、熱
可塑性ポリウレタンエラストマーとエチレン系共重合体を主成分とする熱可塑性樹脂組成
物であるので、特に電線又はケーブルの被覆材料として好適である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
以下、本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物について詳述する。
本発明の熱可塑性樹脂組成物で用いる（Ａ）成分の熱可塑性ポリウレタン系エラストマー
（ＴＰＵ）は、一般に、ポリオール、ジイソシアネート、および鎖延長剤を用いて調製さ
れる。ポリオールとしては、ポリエステルポリオール、ポリエステルエーテルポリオール
、ポリカーボネートポリオールおよびポリエーテルポリオールが挙げられる。
【００１６】
ここで、ポリエステルポリオールとしては、脂肪族ジカルボン酸、例えば、コハク酸、ア
ジピン酸、セバシン酸、及びアゼライン酸等；芳香族ジカルボン酸、例えば、フタル酸、
テレフタル酸、イソフタル酸、及びナフタレンジカルボン酸等；脂環族ジカルボン酸、例
えば、ヘキサヒドロフタル酸、ヘキサヒドロテレフタル酸、及びヘキサヒドロイソフタル
酸等；又はこれらの酸エステルもしくは酸無水物と、エチレングリコール、１，３－プロ
ピレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，４－
ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、３－メチル－
１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，３－オクタンジオール、１，
９－ノナンジオール等、又は、これらの混合物との脱水縮合反応で得られるポリエステル
ポリオール；ε－カプロラクトン等のラクトンモノマーの開環重合で得られるポリラクト
ンジオール等が挙げられる。
【００１７】
また、ポリエステルエーテルポリオールとしては、脂肪族ジカルボン酸、例えば、コハク
酸、アジピン酸、セバシン酸、及びアゼライン酸等；芳香族ジカルボン酸、例えば、フタ
ル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、及びナフタレンジカルボン酸等；脂環族ジカルボン
酸、例えば、ヘキサヒドロフタル酸、ヘキサヒドロテレフタル酸、及びヘキサヒドロイソ
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フタル酸等；又はこれらの酸エステルもしくは酸無水物と、ジエチレングリコール又はプ
ロピレンオキサイド付加物等のグリコール等、若しくはこれらの混合物との脱水縮合反応
で得られる化合物等が挙げられる。
【００１８】
さらに、ポリカーボネートポリオールとしては、例えば、エチレングリコール、１，３－
プロピレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，
４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、３－メチ
ル－１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，８－オクタンジオール、
１，９－ノナンジオール、ジエチレングリコール等の多価アルコールの１種または２種以
上と、ジエチレンカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート等とを反
応させて得られるポリカーボネートポリオールが挙げられる。
また、ポリカプロラクトンポリオール（ＰＣＬ）とポリヘキサメチレンカーボネート（Ｐ
ＨＬ）との共重合体であっても良い。
【００１９】
また、ポリエーテルポリオールとしては、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、
テトラヒドロフラン等の環状エーテルをそれぞれ重合させて得られるポリエチレングリコ
ール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール等、及び、こ
れらのコポリエーテルが挙げられる。
【００２０】
前記ジイソシアネートとしては、例えば、トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）、４，４
’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、１，５－ナフチレンジイソシアネー
ト（ＮＤＩ）、トリジンジイソシネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート（Ｈ
ＤＩ）、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、キシリレンジイソシアネート（ＸＤ
Ｉ）、水添ＸＤＩ、トリイソシアネート、テトラメチルキシレンジイソシアネート（ＴＭ
ＸＤＩ）、１，６，１１－ウンデカントリイソシアネート、１，８－ジイソシアネートメ
チルオクタン、リジンエステルトリイソシアネート、１，３，６－ヘキサメチレントリイ
ソシアネート、ビシクロヘプタントリイソシアネート、ジシクロヘキシルメタンジイソシ
アネート（水素添加ＭＤＩ；ＨＭＤＩ）等が挙げられる。本発明においては、これらの中
でも、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）及び１，６－ヘキサメチ
レンジイソシアネート（ＨＤＩ）が好ましく用いられる。
【００２１】
熱可塑性ポリウレタン系エラストマー（ＴＰＵ）の調製に使用される前記鎖延長剤として
は、低分子量ポリオールが使用される。この低分子量ポリオールとしては、例えば、エチ
レングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，
３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘ
キサンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、１
，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、ジエチレングリコール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノール、グリセリン等の脂肪族ポリオール、及び、１，４－ジメチロ
ールベンゼン、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡのエチレンオキサイドもしくはプロ
ピレンオキサイド付加物等の芳香族グリコールが挙げられる。
【００２２】
エステル（ラクトン）系ポリウレタン共重合体の具体的な市販品としては、エラストラン
Ｃ８０Ａ１０（ＢＡＳＦジャパン（株）製）、エラストランＣ８０Ａ５０（ＢＡＳＦジャ
パン（株）製）、レザミンＰ－４０００シリーズ（大日精化工業（株）製）、レザミンＰ
－４５００シリーズ（大日精化工業（株）製）等；エステル（アジペート）系ポリウレタ
ン共重合体の具体的な市販品としては、パンデックスＴ－５０００Ｖ（ディーアイシーバ
イエルポリマー（株）製）、パンデックスＴＲ－３０８０（ディーアイシーバイエルポリ
マー（株）製）、レザミンＰ－１０００シリーズ（大日精化工業（株）製）、レザミンＰ
－７０００シリーズ（大日精化工業（株）製）等；エーテル系ポリウレタン共重合体の具
体的な市販品としては、エラストラン１１８０Ａ５０（ＢＡＳＦジャパン（株）製）、パ
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ンデックスＴ－８１８０（ディーアイシーバイエルポリマー（株）製）、パンデックスＴ
－８２８３（ディーアイシーバイエルポリマー（株）製）、パンデックスＴ－１１９０（
ディーアイシーバイエルポリマー社製）、レザミンＰ－２０００シリーズ（大日精化工業
（株）製）等；カーボネート系ポリウレタン共重合体の具体的な市販品としては、パンデ
ックスＴ－７８９０Ｎ（ディーアイシーバイエルポリマー（株）製）等；エーテル・エス
テル系ポリウレタン共重合体の具体的な市販品としては、デスモパンＤｅｓＫＵ２－８８
５８６（ディーアイシーバイエルポリマー（株）製）、レザミンＰ－８００シリーズ（大
日精化工業（株）製）等が挙げられる。
これらの熱可塑性ポリウレタン系エラストマー（ＴＰＵ）は、単独で用いても、組み合わ
せて用いてもよい。
【００２３】
（Ａ）成分の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の合計を１００質量％として、５～８
０質量％であることが好ましく、より好ましくは１０～６０質量％であり、最も好ましく
は２０～４０質量％である。配合量が５質量％未満では、熱可塑性ポリウレタン系エラス
トマーの特徴である耐傷性及び機械強度が不十分なものとなる傾向があり、８０質量％を
超えると、相溶性、加工性及び樹脂の表面性の点で不十分なものとなる傾向がある。
【００２４】
　次に、熱可塑性組成物の（Ｂ）成分であるエチレン重合体及び／又はエチレン系共重合
体について説明する。
　本発明で使用する（Ｂ）成分であるエチレン重合体は、エチレンが重合した構造を持つ
高分子であり、具体例としては、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、低密度ポリエチレン
（ＬＤＰＥ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）などが挙げられる。
【００２５】
本発明で使用する（Ｂ）成分であるエチレン系共重合体としては、エチレン－酢酸ビニル
共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチレン－メチルアクリレート共重
合体、エチレン－アクリル酸共重合体、エチレン－メタクリル酸共重合体等のエチレン系
共重合体を挙げることができる。また、エチレン－酢酸ビニル共重合体を公知の方法によ
ってケン化し、あるいは、エチレン、酢酸ビニル、ビニルアルコールを公知の方法により
グラフト化することによって得られる、エチレン－酢酸ビニル－ビニルアルコール共重合
体、エチレン－ビニルアルコール共重合体等も使用することができる。
【００２６】
上記した（Ｂ）成分として使用するエチレン重合体及びエチレン系共重合体の中でも、分
散性の観点や、熱可塑性ポリウレタンエラストマーと混合した場合に顕著な耐油性の向上
が得られるという観点から、本発明においては、エチレン－酢酸ビニル共重合体を使用す
ることが好ましい。またエチレン－酢酸ビニル共重合体における酢酸ビニル含有量は、２
５～８５質量％（１０～６５モル％）であることが好ましく、さらに好ましくは約３０～
８５質量％（１２～６５モル％）、最も好ましくは約４０～８５質量％（１８～６５モル
％）である。酢酸ビニル含有量を２５質量％より高くする事により力学的強度を保つこと
が出来、これによって、耐油性や難燃特性を維持することが可能となる。
本発明においては、これらのエチレン重合体及びエチレン系共重合体は、それぞれ単独で
使用しても、２種以上を併用しても良い。
【００２７】
本発明で使用するエチレン重合体及び／またはエチレン系共重合体の、分子量、密度、軟
化点、溶媒への不溶分の割合、立体規則性の程度、触媒残渣の有無、原料となる単量体の
種類や配合比率、重合触媒の種類等は、適宜選択すればよい。
　（Ｂ）成分の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の合計を１００質量％として、２０
～９５質量％であることが好ましく、より好ましくは４０～９０質量％であり、最も好ま
しくは６０～８０質量％である。配合量が２０質量％未満では、相溶性、加工性、樹脂の
表面性の点で不満足なものとなる傾向があり、９５質量％を超えると、耐傷性や機械強度
のみならず、相溶性、加工性、及び樹脂の表面性の点で不満足なものとなる傾向がある。
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【００２８】
　次に、本発明の難燃性熱可塑性組成物に使用する（Ｃ）成分と（Ｄ）成分について説明
する。
（Ｃ）成分と（Ｄ）成分は難燃剤成分であり、本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物の燃焼
時に、表面膨張層（Intumescent）を形成して難燃性を発現する成分である。
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物において（Ｃ）成分として用いられる下記一般式（１
）で表される（ポリ）リン酸塩化合物は、リン酸とアンモニアまたはトリアジン誘導体と
の塩である。

但し、（１）式中のｎは１～１００の数を表し、Ｘ１はアンモニアまたは下記一般式（２
）で表されるトリアジン誘導体であり、ｐは、０＜ｐ≦ｎ＋２を満たす数である。

但し、（２）式中のＺ１及びＺ２は同一でも異なっていてもよく、－ＮＲ５Ｒ６基〔ここ
でＲ５及びＲ６はそれぞれ独立に、水素原子、炭素原子数１～６の直鎖又は分岐のアルキ
ル基もしくはメチロール基〕、水酸基、メルカプト基、炭素原子数１～１０の直鎖又は分
岐のアルキル基、炭素原子数１～１０の直鎖又は分岐のアルコキシ基、フェニル基及びビ
ニル基からなる群より選ばれる基である。
【００２９】
上記一般式（２）における、Ｚ１及びＺ２で表される炭素原子数１～１０の直鎖又は分岐
のアルキル基としては、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、第二ブチル
、第三ブチル、イソブチル、アミル、イソアミル、第三アミル、ヘキシル、シクロヘキシ
ル、ヘプチル、イソヘプチル、第三ヘプチル、ｎ－オクチル、イソオクチル、第三オクチ
ル、２－エチルヘキシル、ノニル、デシル等が挙げられ、炭素原子数１～１０の直鎖又は
分岐のアルコキシ基としては、これらアルキル基から誘導される基が挙げられる。
【００３０】
前記トリアジン誘導体の具体的な例としては、メラミン、アセトグアナミン、ベンゾグア
ナミン、アクリルグアナミン、２，４－ジアミノ－６－ノニル－１，３，５－トリアジン
、２，４－ジアミノ－６－ハイドロキシ－１，３，５－トリアジン、２－アミノ－４，６
－ジハイドロキシ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－メトキシ－１，３
，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－エトキシ－１，３，５－トリアジン、２，４
－ジアミノ－６－プロポキシ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－イソプ
ロポキシ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－メルカプト－１，３，５－
トリアジン、２－アミノ－４，６－ジメルカプト－１，３，５－トリアジン等が挙げられ
る。
【００３１】
（Ｃ）成分として好ましく使用される（ポリ）リン酸塩化合物としては、リン酸とメラミ
ンとの塩、又はポリリン酸アンモニウム化合物が挙げられる。好ましく使用されるリン酸
とメラミンとの塩としては、例えば、オルトリン酸メラミン、ピロリン酸メラミン、ポリ
リン酸メラミン等が挙げられる。本発明においては、これらの中でも前記一般式（１）に
おけるｎが２、ｐが２、Ｘ１がメラミンであるピロリン酸メラミンを使用することが特に
好ましい。
【００３２】
上記リン酸とメラミンとの塩は次の方法によって得ることができる。例えばピロリン酸メ
ラミンの場合には、任意の反応比率のピロリン酸ナトリウムとメラミン混合物に塩酸を加
えて反応させ、水酸化ナトリウムで中和してピロリン酸メラミンを得る。
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また、前記ポリリン酸アンモニウム化合物は、ポリリン酸アンモニウム単体若しくはポリ
リン酸アンモニウムを主成分とする化合物である。このポリリン酸アンモニウム単体とし
ては、市販品を使用することができる。市販品としては、クラリアント社製のエキソリッ
ト－４２２、エキソリット－７００、モンサント社製のフォスチェク－Ｐ／３０、フォス
チェク－Ｐ／４０、住友化学（株）製のスミセーフ－Ｐ、チッソ（株）製のテラージュ－
Ｓ１０、テラージュ－Ｓ２０等を挙げることができる。
【００３３】
本発明においては、ポリリン酸アンモニウムを主成分とする化合物を使用することもでき
る。このような化合物としては、ポリリン酸アンモニウムを熱硬化性樹脂で被覆若しくは
マイクロカプセル化したものや、メラミンモノマーや他の含窒素有機化合物等でポリリン
酸アンモニウム表面を被覆したもの、界面活性剤やシリコン処理を行ったものの他、ポリ
リン酸アンモニウムを製造する過程でメラミン等を添加して難溶化したもの等が挙げられ
る。
上記のポリリン酸アンモニウムを主成分とする化合物の市販品としては、クラリアント社
製のエキソリット－４６２、住友化学（株）製のスミセーフ－ＰＭ、チッソ（株）製のテ
ラージュ－Ｃ６０、テラージュ－Ｃ７０、テラージュ－Ｃ８０等が挙げられる。
【００３４】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物における（Ｄ）成分として用いられる下記一般式（３
）で表される（ポリ）リン酸塩化合物は、リン酸とジアミンまたはピペラジンとの塩であ
る。

但し、（３）式中のｒは１～１００を表し、Ｙ１は〔Ｒ１Ｒ２Ｎ（ＣＨ２）ｍＮＲ３Ｒ４

〕、ピペラジンまたはピペラジン環を含むジアミンであり、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は
、それぞれ水素原子、炭素原子数１～５の直鎖又は分岐のアルキル基であり、Ｒ１、Ｒ２

、Ｒ３及びＲ４は同一の基であっても異なってもよく、ｍは１～１０の整数であり、ｑは
、０＜ｑ≦ｒ＋２を満足する数である。
【００３５】
上記一般式（３）におけるＹ１で表されるジアミンの具体例としては、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ
’－テトラメチルジアミノメタン、エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルエチレンジア
ミン、Ｎ，Ｎ’－ジエチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエチレンジアミン、Ｎ，
Ｎ－ジエチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチルエチレンジアミン、
Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－ジエチルエチレンジアミン、テトラメチレンジアミン、１，２－プ
ロパンジアミン、１，３－プロパンジアミン、テトラメチレンジアミン、ペンタメチレン
ジアミン、ヘキサメチレンジアミン、１、７－ジアミノへプタン、１，８－ジアミノオク
タン、１，９ージアミノノナン、１，１０－ジアミノデカン、ピペラジン、ｔｒａｎｓ－
２，５－ジメチルピペラジン、１，４－ビス（２－アミノエチル）ピペラジン、１，４－
ビス（３－アミノプロピル）ピペラジン等が挙げられ、全て、市販品を用いることができ
る。
【００３６】
（Ｄ）成分として好ましく使用される（ポリ）リン酸塩化合物としては、リン酸とピペラ
ジンとの塩が挙げられる。リン酸とピペラジンとの塩としては、具体的には、オルトリン
酸ピペラジン、ピロリン酸ピペラジン、ポリリン酸ピペラジン等が挙げられる。本発明に
おいては、これらの中でも、上記一般式（３）におけるｑが１、Ｙ１がピペラジンである
ポリリン酸ピペラジン、特にピロリン酸ピペラジンを使用することが好ましい。
【００３７】
リン酸とピペラジンの塩は、公知の方法によって得ることができる。例えばピロリン酸ピ
ペラジンの場合には、ピペラジンとピロリン酸とを水中又はメタノール水溶液中で反応さ
せ、水難溶性の沈殿として容易に得ることができる。ただし、ポリリン酸ピペラジンの場
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合には、オルトリン酸、ピロリン酸、トリポリリン酸、その他のポリリン酸の混合物から
なるポリリン酸とピペラジンとから得られた塩でもよく、原料のポリリン酸の構成は特に
限定されるものではない。
【００３８】
上記（Ｃ）成分の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とする熱可塑性樹脂組成
物１００質量部に対して、好ましくは５～６０質量部、さらに好ましくは１０～３５質量
部である。一方（Ｄ）成分の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とする熱可塑
性樹脂組成物１００質量部に対して、好ましくは１０～９０質量部、さらに好ましくは１
５～５０質量部である。
【００３９】
難燃剤成分である上記（Ｃ）成分と（Ｄ）成分との合計配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）
成分を主成分とする熱可塑性樹脂組成物１００質量部に対して、好ましくは１５～１５０
質量部、さらに好ましくは２５～８５質量部である。１５質量部未満では十分な難燃化効
果が得られない場合があり、１５０質量部を超えて配合すると、樹脂としての特性を低下
させる場合がある。また、上記（Ｃ）成分と上記（Ｄ）成分との配合比率（質量基準）は
、（Ｃ）／（Ｄ）＝２０／８０～５０／５０であることが好ましく、（Ｃ）／（Ｄ）＝３
０／７０～５０／５０であることが更に好ましい。
【００４０】
次に、本発明の難燃性熱可塑性組成物の（Ｅ）成分のリン酸エステル化合物について説明
する。
本発明で使用する（Ｅ）成分は、本発明で使用する（Ａ）成分の熱可塑性ポリウレタンエ
ラストマーと（Ｂ）成分のエチレン系共重合体の相溶性を改良し、さらに（Ｃ）成分と（
Ｄ）成分のみならず、他の添加成分の組成物中における相溶性と分散性を改良する相溶化
剤・分散剤として働く成分である。
（Ｅ）成分の縮合リン酸エステルは、下記一般式（４）で表される。

但し、（４）式中のＲ７、Ｒ８、Ｒ１０及びＲ１１は、同一でも異なっていてもよく、炭
素原子数１～１０のアルキル基、又は下記一般式（５）で表される芳香族基を表す。Ｒ９

は下記一般式（６）又は（７）で表される２価の芳香族基を表し、ｓは０～３０の数を表
す。
【００４１】

但し、（５）式中のＡ１及びＡ２は、各々独立に水素原子、ヒドロキシ基又は炭素原子数
１～１０のアルキル基を表し、（６）式及び（７）式中のＡ３、Ａ４、Ａ５、Ａ６、Ａ７

及びＡ８は、各々独立に水素原子、炭素原子数１～４のアルキル基、シクロアルキル基、
アリール基、アルコキシ基、ニトロ基、ハロゲン原子又はシアノ基を表す。Ｇは直接結合
、２価のイオウ原子、スルホン基又は炭素原子数１～５のアルキリデン基もしくはアルキ
レン基を表す。
【００４２】
上記一般式（４）～（７）におけるＲ７、Ｒ８、Ｒ１０、Ｒ１１、Ａ１、Ａ２で表される
炭素原子数１～１０のアルキル基としては、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、
ブチル、イソブチル、第２ブチル、第３ブチル、アミル、第３アミル、ヘキシル、２－エ
チルヘキシル、ｎ－オクチル、ノニル、デシル、デシル等が挙げられる。Ａ３、Ａ４、Ａ
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５、Ａ６、Ａ７及びＡ８で表される炭素原子数１～４のアルキル基としては、メチル、エ
チル、プロピル、ブチル、イソブチル、第２ブチル、第３ブチル等が挙げられ、シクロア
ルキル基としてはシクロヘキシル等が挙げられる。アリール基としては、フェニル、クレ
ジル、キシリル、２，６－キシリル、２，４，６－トリメチルフェニル、ブチルフェニル
、ノニルフェニル等が挙げられる。アルコキシ基としては、メトキシ、エトキシ、プロポ
キシ、ブトキシ等が挙げられる。ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原
子等が挙げられる。また、一般式（５）で表される芳香族基としては、フェニル、クレジ
ル、キシリル、２，６－キシリル、ブチルフェニル、ノニルフェニル等が挙げられる。Ｇ
で表される炭素原子数１～５のアルキリデン基としては、エチリデン、イソプロピリデン
等が挙げられ、炭素原子数１～５のアルキレン基としては、メチレン、エチレン、トリメ
チレン、テトラメチレン等が挙げられる。
　また、（Ｅ）成分であるリン酸エステル化合物を表す上記一般式（４）において、ｓは
０～３０であり、好ましくは１～１０である。
【００４３】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物において（Ｅ）成分として使用されるリン酸エステル
化合物の具体例としては、下記化合物Ｎｏ．１～６が挙げられ、特に相溶性・分散性の向
上効果が高いことから、化合物Ｎｏ．２の化合物を使用することが好ましい。

 
【００４４】
これらのリン酸エステル化合物は単独で使用しても、２種以上を併用してもよい。本発明
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の難燃性熱可塑性樹脂組成物における（Ｅ）成分の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分
を主成分とする熱可塑性樹脂組成物１００質量部に対して、好ましくは０．０１～１５質
量部、より好ましくは０．１～１０質量部、最も好ましくは０．５～５質量部である。０
．０１質量部未満では、相溶性や分散性の向上効果が得られないことがあり、１５質量部
以上では、経済的に不利となる場合がある。
【００４５】
　本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物は、さらに（Ｆ）成分として、難燃助剤である、酸
化亜鉛を含有することが好ましい。該酸化亜鉛は表面処理されていてもよい。本発明にお
いては、市販されている酸化亜鉛を使用することができる。市販されている酸化亜鉛とし
ては、例えば、酸化亜鉛１種（三井金属工業（株）製）、部分被膜型酸化亜鉛（三井金属
工業（株）製）、ナノファイン５０（平均粒径０．０２μｍの超微粒子酸化亜鉛：堺化学
工業（株）製）、ナノファインＫ（平均粒径０．０２μｍの珪酸亜鉛被膜した超微粒子酸
化亜鉛：堺化学工業（株）製）等があげられる。
（Ｆ）成分としての酸化亜鉛の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とする熱可
塑性樹脂組成物１００質量部に対して、好ましくは０．０１～１０質量部、さらに好まし
くは０．１～５質量部である。
【００４６】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分を主成分とする熱可塑性
樹脂組成物に対し、（Ｃ）成分、（Ｄ）成分及び（Ｅ）成分を配合することを必須とする
が、さらに（Ｆ）成分を含有することが好ましい。（Ｃ）～（Ｆ）成分を熱可塑性樹脂組
成物に配合するタイミングは特に制限されることはない。例えば、予め、（Ｃ）～（Ｆ）
成分の中から選択される２種以上をワンパック化して（Ａ）成分と（Ｂ）成分を主成分と
する熱可塑性樹脂組成物に配合しても、個々の成分を（Ａ）成分と（Ｂ）成分を主成分と
する熱可塑性樹脂組成物に対して配合してもよい。もちろん、（Ａ）～（Ｆ）成分を各々
配合して難燃性熱可塑性樹脂組成物としてもよい。
【００４７】
ワンパック化する場合、各成分を各々粉砕してから混合しても、混合してから粉砕しても
よい。
また、本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物には、フッ素系のドリップ防止剤を配合しても
よい。ただしこれらのフッ素系ドリップ防止剤を配合した場合には、樹脂のメルトフロー
レート（ＭＦＲ）の低下を引き起こす傾向が顕著であるため、注意が必要である。
【００４８】
　フッ素系のドリップ防止剤の具体例としては、例えば、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリフッ化ビニリデン、ポリヘキサフルオロプロピレン等のフッ素系樹脂やパーフルオロ
メタンスルホン酸ナトリウム塩、パーフルオロ－ｎ－ブタンスルホン酸カリウム塩、パー
フルオロ－ｔ－ブタンスルホン酸カリウム塩、パーフルオロオクタンスルホン酸ナトリウ
ム塩、パーフルオロ－２－エチルヘキサンスルホン酸カルシウム塩等のパーフルオロアル
カンスルホン酸アルカリ金属塩化合物またはパーフルオロアルカンスルホン酸アルカリ土
類金属塩等が挙げられる。これらは単独で使用しても、２種類以上を混合して用いること
ができる。また同様に、その他のドリップ防止剤としてシリコンゴム類を配合することも
可能である。
【００４９】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物には、配合時における二次凝集の抑制や耐水性を改良
するためにシリコーンオイルを配合してもよく、このようなシリコーンオイルとしては、
特にメチルポリシロキサン構造を有するシリコーンオイルを使用することが好ましい。
　メチルポリシロキサン構造のシリコーンオイルには、ジメチルポリシロキサン構造のみ
からなるものと、ジメチルポリシロキサン構造とメチルハイドロジェンポリシロキサン構
造の両者を含む構造からなるものと、メチルハイドロジェンポリシロキサン構造のみから
なるものがあげられる。また、上記シリコーンオイルは、エポキシ変性、カルボキシル変
性、カルビノール変性及び／又はアミノ変性されたものでもよい。
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【００５０】
上記シリコーンオイルの具体例をあげると、メチルハイドロジェン構造が１００％のもの
としては、ＫＦ－９９（信越化学（株）製）、一部がメチルハイドロジェン構造のものと
しては、ＨＭＳ－１５１（Ｇｅｌｅｓｔ社製）、ＨＭＳ－０７１（Ｇｅｌｅｓｔ社製）、
ＨＭＳ－３０１（Ｇｅｌｅｓｔ社製）、ＤＭＳ－Ｈ２１（Ｇｅｌｅｓｔ社製）などがあり
、エポキシ変性品としては、例えば、Ｘ－２２－２０００（信越化学（株）製）、ＫＦ－
１０２（信越化学（株）製）、カルボキシル変性品としては、例えば、Ｘ－２２－４０１
５（信越化学（株）製）、カルビノール変性品としては、例えば、Ｘ－２２－４０１５（
信越化学（株）製）、アミノ変性品としては、例えば、ＫＦ－３９３（信越化学（株）製
）などがあげられる。
【００５１】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物には、樹脂成分として、（Ａ）成分と（Ｂ）成分以外
の合成樹脂を配合してもよい。このような合成樹脂の例としては、ポリプロピレン、ポリ
ブテン、ポリ－３－メチルペンテン等のα－オレフィン重合体及びこれらの共重合体、ポ
リ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、塩素化ポリエチレン、塩素化ポリプロピレン、ポリ
フッ化ビニリデン、塩化ゴム、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－エチレン
共重合体、塩化ビニル－塩化ビニリデン共重合体、塩化ビニル－塩化ビニリデン－酢酸ビ
ニル三元共重合体、塩化ビニル－アクリル酸エステル共重合体、塩化ビニル－マレイン酸
エステル共重合体、塩化ビニル－シクロヘキシルマレイミド共重合体等の含ハロゲン樹脂
、石油樹脂、クマロン樹脂、ポリスチレン、ポリ酢酸ビニル、アクリル樹脂、スチレン及
び／又はα－メチルスチレンと他の単量体（例えば、無水マレイン酸、フェニルマレイミ
ド、メタクリル酸メチル、ブタジエン、アクリロニトリル等）との共重合体（例えば、Ａ
Ｓ樹脂、ＡＢＳ樹脂、ＭＢＳ樹脂、耐熱ＡＢＳ樹脂等）、ポリメチルメタクリレート、ポ
リビニルアルコール、ポリビニルホルマール、ポリビニルブチラール、ポリエチレンテレ
フタレート及びポリブチレンテレフタレート等の直鎖ポリエステル、ポリフェニレンオキ
サイド、ポリカプロラクタム及びポリヘキサメチレンアジパミド等のポリアミド、ポリカ
ーボネート、ポリカーボネート／ＡＢＳ樹脂、分岐ポリカーボネート、ポリアセタール、
ポリフェニレンサルファイド、ポリウレタン、繊維素系樹脂等の熱可塑性樹脂及びこれら
のブレンド物あるいはフェノール樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、不飽
和ポリエステル樹脂等の熱硬化性樹脂を挙げることができる。さらに、イソプレンゴム、
ブタジエンゴム、アクリロニトリル－ブタジエン共重合ゴム、スチレン－ブタジエン共重
合ゴム等のエラストマーであってもよい。
【００５２】
　さらに本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物には、必要に応じて、滑剤を配合することも
好ましい。
　このような滑剤としては、流動パラフィン、天然パラフィン、マイクロワックス、合成
パラフィン、低分子量ポリエチレン等の純炭化水素系滑剤；ハロゲン化炭化水素系滑剤；
高級脂肪酸、オキシ脂肪酸等の脂肪酸系滑剤；脂肪酸アミド、ビス脂肪酸アミド等の脂肪
酸アミド系滑剤；脂肪酸の低級アルコールエステル、グリセリド等の脂肪酸の多価アルコ
ールエステル、脂肪酸のポリグリコールエステル、脂肪酸の脂肪アルコールエステル（エ
ステルワックス）等のエステル系滑剤；金属石鹸、脂肪アルコール、多価アルコール、ポ
リグリコール、ポリグリセロール、脂肪酸と多価アルコールの部分エステル、脂肪酸とポ
リグリコール、ポリグリセロールの部分エステル系の滑剤や、（メタ）アクリル酸エステ
ル系共重合体、シリコーンオイル等が挙げられる。
滑剤の好ましい配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とする熱可塑性樹脂組成物
１００質量部に対して、０．０１～５質量部、好ましくは、０．１～１質量部である。
【００５３】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物は、必要に応じて、フェノール系酸化防止剤、リン系
酸化防止剤、チオエーテル系酸化防止剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン系光安定剤等
を添加することにより安定化することが好ましい。
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上記フェノール系酸化防止剤としては、例えば、２，６－ジ第三ブチル－ｐ－クレゾール
、２，６－ジフェニル－４－オクタデシロキシフェノール、ジステアリル（３，５－ジ第
三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ホスホネート、１，６－ヘキサメチレンビス〔（３
，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸アミド〕、４，４’－チオ
ビス（６－第三ブチル－ｍ－クレゾール）、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－
第三ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－第三ブチルフェノ
ール）、４，４’－ブチリデンビス（６－第三ブチル－ｍ－クレゾール）、２，２’－エ
チリデンビス（４，６―ジ第三ブチルフェノール）、２，２’－エチリデンビス（４－第
二ブチル－６－第三ブチルフェノール）、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロ
キシ－５－第三ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリス（２，６－ジメチル－３－
ヒドロキシ－４－第三ブチルベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（３，５
－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（３
，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２，４，６－トリメチルベンゼン、２
－第三ブチル－４－メチル－６－（２－アクリロイルオキシ－３－第三ブチル－５－メチ
ルベンジル）フェノール、ステアリル（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオネート、テトラキス〔３－（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオン酸メチル〕メタン、チオジエチレングリコールビス〔（３，５－ジ第三ブチ
ル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、１，６－ヘキサメチレンビス〔（３，
５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、ビス〔３，３－ビス（
４－ヒドロキシ－３－第三ブチルフェニル）ブチリックアシッド〕グリコールエステル、
ビス〔２－第三ブチル－４－メチル－６－（２－ヒドロキシ－３－第三ブチル－５－メチ
ルベンジル）フェニル〕テレフタレート、１，３，５－トリス〔（３，５－ジ第三ブチル
－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシエチル〕イソシアヌレート、３，９－ビ
ス〔１，１－ジメチル－２－｛（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル
）プロピオニルオキシ｝エチル〕－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ〔５，５〕ウ
ンデカン、トリエチレングリコールビス〔（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチ
ルフェニル）プロピオネート〕等が挙げられる。これらは、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を
主成分とする熱可塑性樹脂組成物１００質量部に対して、０．００１～１０質量部、好ま
しくは、０．０５～５質量部用いられる。
【００５４】
前記リン系酸化防止剤としては、例えば、トリスノニルフェニルホスファイト、トリス〔
２－第三ブチル－４－（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニルチオ）－
５－メチルフェニル〕ホスファイト、トリデシルホスファイト、オクチルジフェニルホス
ファイト、ジ（デシル）モノフェニルホスファイト、ジ（トリデシル）ペンタエリスリト
ールジホスファイト、ジ（ノニルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス
（２，４－ジ第三ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６
－ジ第三ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２
，４，６－トリ第三ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，
４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、テトラ（トリデシル）イ
ソプロピリデンジフェノールジホスファイト、テトラ（トリデシル）－４，４’－ｎ－ブ
チリデンビス（２－第三ブチル－５－メチルフェノール）ジホスファイト、ヘキサ（トリ
デシル）－１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－第三ブチルフェニル
）ブタントリホスファイト、テトラキス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）ビフェニレン
ジホスホナイト、９，１０－ジハイドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナンスレン－
１０－オキサイド、２，２’－メチレンビス（４，６－第三ブチルフェニル）－２－エチ
ルヘキシルホスファイト、２，２’－メチレンビス（４，６－第三ブチルフェニル）－オ
クタデシルホスファイト、２，２’－エチリデンビス（４，６－ジ第三ブチルフェニル）
フルオロホスファイト、トリス（２－〔（２，４，８，１０－テトラキス第三ブチルジベ
ンゾ〔ｄ，ｆ〕〔１，３，２〕ジオキサホスフェピン－６－イル）オキシ〕エチル）アミ
ン、２－エチル－２－ブチルプロピレングリコールと２，４，６－トリ第三ブチルフェノ
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ールのホスファイト等が挙げられる。これらは、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とす
る熱可塑性樹脂組成物１００質量部に対して、０．００１～１０質量部、好ましくは、０
．０５～５質量部用いられる。
【００５５】
前記チオエーテル系酸化防止剤としては、例えば、チオジプロピオン酸ジラウリル、チオ
ジプロピオン酸ジミリスチル、チオジプロピオン酸ジステアリル等のジアルキルチオジプ
ロピオネート類、及びペンタエリスリトールテトラ（β－アルキルメルカプトプロピオン
酸エステル類が挙げられる。これらは、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とする熱可塑
性樹脂組成物１００質量部に対して、０．００１～１０質量部、好ましくは、０．０５～
５質量部用いられる。
【００５６】
前記紫外線吸収剤としては、例えば、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロ
キシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェノン、
５，５’－メチレンビス（２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン）等の２－ヒド
ロキシベンゾフェノン類；２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾトリ
アゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ第三ブチルフェニル）－５－クロロ
ベンゾトリアゾ－ル、２－（２’－ヒドロキシ－３’－第三ブチル－５’－メチルフェニ
ル）－５－クロロベンゾトリアゾ－ル、２－（２’－ヒドロキシ－５’－第三オクチルフ
ェニル）ベンゾトリアゾ－ル、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジクミルフェニル
）ベンゾトリアゾ－ル、２，２’－メチレンビス（４－第三オクチル－６－（ベンゾトリ
アゾリル）フェノール）、２－（２’－ヒドロキシ－３’－第三ブチル－５’－カルボキ
シフェニル）ベンゾトリアゾール等の２－（２’－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾ
ール類；フェニルサリシレート、レゾルシノールモノベンゾエート、２，４－ジ第三ブチ
ルフェニル－３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、２，４－ジ第三アミ
ルフェニル－３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、ヘキサデシル－３，
５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート等のベンゾエート類；２－エチル－２’
－エトキシオキザニリド、２－エトキシ－４’－ドデシルオキザニリド等の置換オキザニ
リド類；エチル－α－シアノ－β,β－ジフェニルアクリレート、メチル－２－シアノ－
３－メチル－３－（ｐ－メトキシフェニル）アクリレート等のシアノアクリレート類；２
－（２－ヒドロキシ－４－オクトキシフェニル）－４，６－ビス（２，４－ジ第三ブチル
フェニル）－ｓ－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ－４－メトキシフェニル）－４，６
－ジフェニル－ｓ－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ－４－プロポキシ－５－メチルフ
ェニル）－４，６－ビス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）－ｓ－トリアジン等のトリア
リールトリアジン類が挙げられる。これらは、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分を主成分とする
熱可塑性樹脂組成物１００質量部に対して、０．００１～３０質量部、好ましくは、０．
０５～１０質量部用いられる。
【００５７】
上記ヒンダードアミン系光安定剤としては、例えば、２，２，６，６－テトラメチル－４
－ピペリジルステアレート、１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジルステア
レート、２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルベンゾエート、ビス（２，２，
６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１－オクトキシ－２，２，６，６－テト
ラメチル－4－ピペリジル）セバケート、テトラキス（２，２，６，６－テトラメチル－
４－ピペリジル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、テトラキス（１，
２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）－１，２，３，４－ブタンテトラカル
ボキシレート、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）・ジ（トリデシ
ル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ビス（１，２，２，６，６－ペ
ンタメチル－４－ピペリジル）・ジ（トリデシル）－１，２，３，４－ブタンテトラカル
ボキシレート、ビス（１，２，２，４，４－ペンタメチル－４－ピペリジル）－２－ブチ
ル－２－（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）マロネート、１－（２－ヒ
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ドロキシエチル）－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジノ－ル／コハク酸ジエ
チル重縮合物、１，６－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルアミノ）
ヘキサン／２，４－ジクロロ－６－モルホリノ－ｓ－トリアジン重縮合物、１，６－ビス
（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルアミノ）ヘキサン／２，４－ジクロロ
－６－第三オクチルアミノ－ｓ－トリアジン重縮合物、１，５，８，１２－テトラキス〔
２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ア
ミノ）－ｓ－トリアジン－６－イル〕－１，５，８，１２－テトラアザドデカン、１，５
，８，１２－テトラキス〔２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペン
タメチル－４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジン－６－イル〕－１，５，８－１２
－テトラアザドデカン、１，６，１１－トリス〔２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（２，
２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジン－６－イル〕ア
ミノウンデカン、１，６，１１－トリス〔２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２
，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジン－６－イル〕アミ
ノウンデカン等のヒンダードアミン化合物が挙げられる。これらは、（Ａ）成分及び（Ｂ
）成分を主成分とする熱可塑性樹脂組成物１００質量部に対して、０．００１～３０質量
部、好ましくは、０．０５～１０質量部用いられる。
【００５８】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、必要に応じ
てｐ－第三ブチル安息香酸アルミニウム、芳香族リン酸エステル金属塩、ジベンジリデン
ソルビトール類等の造核剤、帯電防止剤、金属石鹸、ハイドロタルサイト、トリアジン環
含有化合物、金属水酸化物、無機リン系難燃剤、シリコン系難燃剤、その他の無機系難燃
助剤、その他の有機系難燃剤、充填剤、顔料、発泡剤等を添加してもよい。
【００５９】
上記トリアジン環含有化合物としては、例えば、メラミン、アンメリン、ベンズグアナミ
ン、アセトグアナミン、フタロジグアナミン、メラミンシアヌレート、ピロリン酸メラミ
ン、ブチレンジグアナミン、ノルボルネンジグアナミン、メチレンジグアナミン、エチレ
ンジメラミン、トリメチレンジメラミン、テトラメチレンジメラミン、ヘキサメチレンジ
メラミン、１，３－ヘキシレンジメラミン等が挙げられる。
【００６０】
前記金属水酸化物としては、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、水酸化カルシウ
ム、水酸化バリウム、水酸化亜鉛、キスマー５Ａ（水酸化マグネシウム：協和化学工業（
株）製）等が挙げられる。
【００６１】
前記、その他の無機系難燃助剤としては、例えば、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化
マグネシウム、ハイドロタルサイトなどの無機化合物、およびその表面処理品が挙げられ
、例えば、ＴＩＰＡＱＵＥ
Ｒ－６８０（酸化チタン：石原産業（株）製）、キョーワマグ１５０（酸化マグネシウム
：協和化学工業（株）製）、ＤＨＴ－４Ａ（ハイドロタルサイト：協和化学工業（株）製
）、アルカマイザー４（亜鉛変性ハイドロタルサイト：協和化学工業（株）製）、などの
種々の市販品を用いることができる。
【００６２】
　前記、その他の有機系難燃助剤としては、例えばペンタエリスリトールがあげられる。
その他、本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物には、必要に応じて通常合成樹脂に使用され
る添加剤、例えば、架橋剤、帯電防止剤、防曇剤、プレートアウト防止剤、表面処理剤、
可塑剤、滑剤、難燃剤、蛍光剤、防黴剤、殺菌剤、発泡剤、金属不活性剤、離型剤、顔料
、加工助剤、酸化防止剤、光安定剤等を、本発明の効果を損なわない範囲で、配合するこ
とができる。
【００６３】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物を公知の方法によって成形することにより、難燃性合
成樹脂成形体を得ることができる。成形方法は、特に限定されるものではなく、押し出し
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加工成形、カレンダー加工成形、射出成形、ロール成形、圧縮成形、ブロー成形等を例示
することができる。これらの成型方法によって、樹脂板、シート、フィルム、異形品等の
、種々の形状の成形品を製造することができる。
【００６４】
又、本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物及びその成形体は、電気・電子・通信、農林水産
、鉱業、建設、食品、繊維、衣類、医療、石炭、石油、ゴム、皮革、自動車、精密機器、
木材、建材、土木、家具、印刷、楽器等の幅広い産業分野に使用することができる。より
具体的には、プリンター、パソコン、ワープロ、キーボード、ＰＤＡ（小型情報端末機）
、電話機、複写機、ファクシミリ、ＥＣＲ（電子式金銭登録機）、電卓、電子手帳、カー
ド、ホルダー、文具等の事務、ＯＡ機器、洗濯機、冷蔵庫、掃除機、電子レンジ、照明器
具、ゲーム機、アイロン、コタツ等の家電機器、ＴＶ、ＶＴＲ、ビデオカメラ、ラジカセ
、テープレコーダー、ミニディスク、ＣＤプレーヤー、スピーカー、液晶ディスプレー等
のＡＶ機器、コネクター、リレー、コンデンサー、スイッチ、プリント基板、コイルボビ
ン、半導体封止材料、ＬＥＤ封止材料、電線、ケーブル、トランス、偏向ヨーク、分電盤
、時計等の電気・電子部品及び通信機器等の用途に用いられる。
【００６５】
更に、本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物及びその成形体は、座席（詰物、表地等）、ベ
ルト、天井張り、コンパーチブルトップ、アームレスト、ドアトリム、リアパッケージト
レイ、カーペット、マット、サンバイザー、ホイルカバー、マットレスカバー、エアバッ
ク、絶縁材、吊り手、吊り手帯、電線被覆材、電気絶縁材、塗料、コーティング材、上張
り材、床材、隅壁、カーペット、壁紙、壁装材、外装材、内装材、屋根材、デッキ材、壁
材、柱材、敷板、塀の材料、骨組及び繰形、窓及びドア形材、こけら板、羽目、テラス、
バルコニー、防音板、断熱板、窓材等の、自動車、車両、船舶、航空機、建物、住宅及び
建築用材料や、土木材料、衣料、カーテン、シーツ、合板、合繊板、絨毯、玄関マット、
シート、バケツ、ホース、容器、眼鏡、鞄、ケース、ゴーグル、スキー板、ラケット、テ
ント、楽器等の生活用品、スポーツ用品、等の各種用途に使用される。
これらの用途の中でも、特に、ノンハロゲンの電線、電線被覆材、ケーブル等の用途に適
している。ハロゲンを使用しないので、廃棄が従来より容易になるという利点がある。
【００６６】
以下、実施例によって本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらによって何ら制
限されるものではない。なお、表１の配合は、すべて質量部基準である。
【００６７】
〔実施例１～　及び比較例１～〕
　熱可塑性ポリウレタン系エラストマー（大日精化工業（株）製：レザミンＰ－１０７８
Ｆ）２０質量部及びエチレン－酢酸ビニル共重合体（東ソー（株）製：ウルトラセン６３
５）４０質量部に、ステアリン酸カルシウム（滑剤）０．１質量部、テトラキス［３－（
３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸メチル］メタン（フェノ
ール系酸化防止剤）０．１質量部、トリス（２，４－ジ－第三ブチルフェニル）ホスファ
イト（リン系酸化防止剤）０．１質量部、グリセリンモノステアレート（滑剤）（理研ビ
タミン（株）製：Ｓ－１００）０．３質量部、及びシリコーンオイル（滑剤）（信越化学
工業（（株）：ＫＦ－９６）を配合して得られた熱可塑性樹脂組成物と、下記表１に記載
した成分を配合した。次いで、下記の加工条件で押し出してペレットを製造し、これを使
用して１９０℃で射出成型し、１．６ｍｍ×１２．７ｍｍ×１２７ｍｍの難燃性試験用試
験片とし、相溶性を評価するための電子顕微鏡（ＳＥＭ）用試験片を得た。
【００６８】
　上記試験片の調製時に使用したエチレン－酢酸ビニル共重合体の替わりに、低密度ポリ
エチレン（日本ユニカー（株）製：ＰＥＳ－１２０）４０質量部を用い、同様にして、試
験片を得た。
　得られた各試験片について、下記条件で加工性試験、難燃性試験、及び相溶性試験を行
い評価した。結果を表１に示す。
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【００６９】
＜加工性試験条件＞
押し出し機：ラボプラストミル押出機（東洋精機（株）製）
温度：１９０℃
スクリュー：コニカル（二軸）
回転数：７５ｒｐｍ
ダイス：１ｍｍ×１９ｍｍ
フィード：７０～８５ｇ／分
【００７０】
＜加工性試験評価＞
加工性の評価は、上記押し出し加工時のストランドの表面を目視で確認し、以下の基準で
評価することによって行った。
○：ストランドの表面が滑らかで、平滑性に優れる。
△：ストランドの表面に、少し凹凸が見られる。
×：ストランドの表面に、凹凸があり、平滑でない。
【００７１】
＜難燃性ＵＬ－９４Ｖ試験方法＞
長さ１２７ｍｍ、幅１２．７ｍｍ、厚さ１．６ｍｍの試験片を垂直に保ち、下端にバーナ
ーの火を１０秒間接炎させた後で炎を取り除き、試験片に着火した火が消える時間を測定
した。次に、火が消えると同時に２回目の接炎を１０秒間行ない、１回目と同様にして着
火した火が消える時間を測定した。また、落下する火種により試験片の下の綿が着火する
か否かについても同時に評価した。
１回目と２回目の燃焼時間、及び綿着火の有無等から、ＵＬ－９４Ｖ規格にしたがって燃
焼ランクをつけた。燃焼ランクはＶ－０が最高のものであり、Ｖ－１、Ｖ－２となるにし
たがって難燃性は低下する。但し、Ｖ－０～Ｖ－２のランクの何れにも該当しないものは
ＮＲとした。
【００７２】
＜相溶性試験＞
　電子顕微鏡（日本電子（株）製：ＪＳＭ－６３９０ＬＡ）を用いて試験片の断面を確認
した。断面の写真を図１～４に示す。
　その写真から相溶性を以下の基準で判定した。
○：相溶しており、相溶性・分散性に優れている。
△：やや非相溶の部分があり、相溶性・分散性にやや劣る。
×：非相溶であり、相溶性・分散性に劣る。
【００７３】
　また、表１に記載した（Ｃ）成分と（Ｄ）成分は、以下の方法で製造した。
〔製造例１〕
（Ｃ）成分：ピロリン酸メラミン
　ピロリン酸とメラミンを１：１で反応させて製造した。
〔製造例２〕
（Ｄ）成分：ピロリン酸ピペラジン
　ピロリン酸とピペラジンを１：１で反応させて製造した。
【００７４】
表１に記載した（Ｅ）成分のリン酸エステル化合物としては、下記の、前記した化合物No
.2を使用した。
 
化合物No.2
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【００７５】

【００７６】
本発明の実施例１と２は、ＵＬ－９４Ｖ試験においてＶ－０を達成している上、加工性と
相溶性、及び分散性に優れることが確認された。これに対し、比較例１と２もＵＬ－９４
Ｖ試験においてＶ－０を達成しているが、加工性と相溶性、及び分散性には劣っているこ
とが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００７７】
本発明の難燃性熱可塑性樹脂組成物は、機械的強度及び耐磨耗性に優れた熱可塑性ポリウ
レタンエラストマーと、エチレン系共重合体を主成分とする熱可塑性樹脂組成物であるに
もかかわらず、相溶性、分散性、加工性及び難燃性に優れているので、特に電線又はケー
ブルの被覆材料として好適である。また、ハロゲンを使用していないので環境適性にも優
れており、産業上極めて有益である。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】実施例１の相溶性試験のＳＥＭ写真対応図である
【図２】比較例１の相溶性試験のＳＥＭ写真対応図である
【図３】実施例２の相溶性試験のＳＥＭ写真対応図である
【図４】比較例２の相溶性試験のＳＥＭ写真対応図である
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